
令和元年度　美郷町教育委員会　事務事業評価総括表 1

令和元年度

事業内容と実施状況 H30現状 R01現状

1 基礎基本の定着のための環境整備
等の整備を推進する。

・教職員用のパソコンを順次更新（小学校13台、中学校16台）
・各校に22万円の教材備品費
・児童生徒数、教職員数に応じた図書購入費

図書・教材備品等の整備事業 7,316千円 6,620千円 7,000千円 B  概ね期待どおり
・学校の教育環境の整備は町の理解を得て、順次行うことができている。町内
4校が協議し、必要性・緊急性の高いものを優先的に予算要求する仕組みもで
きており、今後も継続して行っていく。

2
学力育成策と授業の改善（PDCAサイ
クル）

う。 ・教育委員会指導主事が学校を訪問し、各学校の研究内容に応じて
指導助言を行った。

指導主事の年間学校訪問回数 17回 ２０回 8回 A 期待どおり

・邑智中が授業改善の指定校となり、学校からの要請が増加している。また学
校の要請の有無にかかわりなく、可能な限り学校訪問を行っている。学校間で
ばらつきがあるため、学力向上に対する意識を高めるとともに、学力向上に対
する意識を高めるとともに、教育委員会側も各校のニーズを細やかに把握して
いく。

3 教職員の指導力向上
よる研修会を開催する。

を充実させる。

・ICTを活用した授業改善についての研修会を3回開催した。
・学校ごとに毎年計画的に校内研修や研究授業が行われており、授
業を通してＩＣＴの効果的な活用を検討し指導力向上に努めている。
・教職員の視察研修を行い、教職員の情報リテラシー(情報活用能
力)や授業等でICT機器を効果的に活用する能力の向上を図ってい
る。

研修会の回数 ３回 ３回 5回 B  概ね期待どおり
・引き続き、町教育研究会と連携して研修・授業研究会を行っていく。子どもた
ちの学習意欲を引き出し、新しい時代に必要な生きる力を育成する授業となる
よう工夫を重ねていく必要がある。教員が研究を進められる環境を整えていく。

・教職員の研修も大切だが、子どもとしっかり向き合う
姿勢を何よりも大切にして欲しい。

平日１時間以上学習している児童
の割合（小学校６年生）

59% 52.8% 65%

平日１時間以上学習している生徒
の割合（中学校３年生）

70% 68.8% 85%

を図る。

・邑智・大和の2会場で週2回（火・木）開催。
・邑智会場28名、大和会場18名の利用。
・長期休業中に全国模試を実施。

学習支援館の利用率 43% 38.9% 70% C  課題あり

・令和元年度の利用率は38.9％で目標より下回っているものの、講師の人数を
考えると、現在の利用人数が目が行き届きやすく、きめ細やかな支援が行い
やすいと考えられる。利用者からの評価は良く、定着してきた。
・学習支援館ができて数年が経過し、定着してきてはいるが、家庭学習の習慣
化や放課後の居場所づくりといった目標以外にも習熟度別の指導や英語教育
に力を入れるといった新たな取組を行う必要がある。

5 学校マネジメントの強化

児童・生徒が安心して学ぶための支援を行う。

頭会を通して管理職のリーダーシップを高めるとともに、ミドルリー
ダーを活用した各校の組織活性化を図る。

・きめ細やかなサポートのために、学習支援員を町単独で7人配置し
ている。（邑智小2名、大和小2名、邑智中2名、大和中1名）
・校長会、教頭会をそれぞれに毎月開催した。校長会には教育長
が、教頭会には教育課長と指導主事が参加し、学校マネジメントに
ついて情報共有を行い、教育委員会から必要に応じてサポートを
行った。

学習支援員年間配置時数
8,672
時間

8,585
時間

8,000
時間

A 期待どおり

・児童生徒の学習の困難さは多様化しており、学習支援員の必要性は高い
が、人材が不足している。また、支援員個人個人のスキルアップも必要であ
る。
・学校が抱えている問題点等を教育委員会でも把握している。場合によっては
学校に対して教育委員会事務局から直接的なサポートに入るケースもあった。

・教育委員会の学校に対する直接的な指導・支援に
ついて記載してほしい。

境を整備する。

・小学校１年生に1人1台タブレットを整備した。（リース）
・小中学校全学年にデジタル教科書、小学校３年生以上に学習アプ
リを導入している。
・前年度よりプログラミング学習用ロボット（Pepper）を各校２台ずつ
整備した。（リース）

児童生徒一人当たりのICT機器の
整備率

88% 100% 100% A 期待どおり
・学校における環境整備は完了したため、今後はタブレット更新や各校のネット
ワーク改修、家庭においてのタブレットを活用したオンライン・オフライン学習を
進めていくように展開していく。

置するとともに、学校図書を整備する。
・4校に1名ずつ図書司書を配置し、児童生徒が利用しやすい環境を
整えた。

学校図書館での一人当たりの年間
貸し出し冊数

40.1冊 41.5冊 60冊 C  課題あり

・貸出冊数だけでは学校図書館の利用は図れないが、貸出冊数を増やすため
にどのような工夫をしているのか、利用しやすい図書館のためにどんな環境整
備を行ったかなど情報共有や研修を行う。
・学校司書のスキルアップを図り、学校での読書活動をさらに推進する。また
学校図書館の環境整備を引き続き行い、「人のいる図書館」として児童生徒に
とって居心地がよく、活用しやすい図書館を目指す。

・本の貸出し冊数だけでは評価は難しい。図書館の
役割は本を貸し出すことだけでなく、子どもたちの居
心地良い場所である必要がある。
・漢字が読めても書けない子が増えている。もっと危
機感を持つべき。

ICTを積極的に活用した学級の割合
（小学校６年生）

100% 100% 100% A 期待どおり

ICTを積極的に活用した学級の割合
（中学校３年生）

100% 100% 100% A 期待どおり

8
情報モラルの育成、情報社会の危険
から子どもたちを守る取組の推進

に据えた情報モラルを高める取組を推進する。

く」のさらなる普及、徹底を図る。

・各校のPTA総会に合わせてPTA会長より啓発活動を行ってもらっ
た。各校を通じて３つの約束についての文書も配布。

スマホ・ケータイ・ゲーム３つのやく
そくの年間広報活動回数

12回 ０回 12回 D  事業見直し

・ノーメデイアデー(毎月10日)やチャレンジ週間にあわせて各校で啓発活動を
実施している。内容を見直し、子供向け・保護者向けそれぞれに約束を作成し
たため、IP放送による啓発ではなく、学校、PTAにも協力してもらい、PTA総会
でPTA会長より説明してもらうことで、自分たちのこととして家庭で受け止めら
れるようになってきている。

・親への啓発が重要

9 キャリア教育の推進
展開する。

することで、子どもたちの学びの充実を図る。

・ねらいを明確にした体験活動を取り入れたふるさと教育や地元の
企業での職場体験を通して、地域で働く意義を学ぶキャリア教育の
取組が定着してきた。コーディネーターを中心に学校・家庭・地域が
連携して子どもをサポートする体制ができつつある。

将来の夢や希望を持っている児童
生徒の割合

63% 69.4% 90% B  概ね期待どおり
・「育てたい子どもの力」を学校と地域で共有しながら、体験活動を通して、子
どもたちが社会について考える機会や「なりたい大人」に出会うきっかけをつ
くっていく。

10
小・中学校における様々な体験活動
の推進 動の充実を図る。

・特色ある教育活動として各校がそれぞれに創意工夫のある教育活
動を行い、総合的な学習や校外学習、スキー教室やカヌー教室、職
場体験等のふるさと教育に対し補助金を交付し、各学校教育振興の
支援をしている。

特色ある教育活動に対する助成費 2,150千円 1,975千円 1,500千円 A 期待どおり
・各校が体験を通してふるさと美郷町や島根県を学ぶ時間をしっかりと確保し
ており、今後も地域住民との交流も図る。

全国体力・運動能力調査における
体力合計点（小学校５年生）

58.3点 57.9点 58.0点

全国体力・運動能力調査における
体力合計点（中学校２年生）

46.7点 40.4点 48.0点

・学校図書司書を中心に校内での読み聞かせや朝読書を実施した。
高学年が低学年に読み聞かせをする「ペア読書」を小学校は実施し
ている。

週に１回以上、図書館（学校図書
館・地域の図書館）を利用する児童
の割合（小学校６年生）

73.2% 72.0% 50.0%

・読書推進担当者での連絡会を年に１回、学校司書間での情報交換
を行う場を学期に１回設けた。
・町立図書館と学校図書館は共通のシステムを利用しているため、
相互貸借などスムーズな連携を行うことができる。
・学校への授業資料の提供や団体貸出、移動図書館の実施など、
取り組みの輪を広げることができた。

週に１回以上、図書館（学校図書
館・地域の図書館）を利用する生徒
の割合（中学校３年生）

18.2% 37.0% 42.0%

・アンケートQU（満足度調査）を実施して、児童生徒や学級集団の状
況を把握している。

学校が楽しいと感じている児童の割
合（小学校６年生）

80.5% 90.2% 95.0%

・アンケートQU（満足度調査）を実施して、児童生徒や学級集団の状
況を把握している。
・いじめや不登校が危惧される時は、スクールカウンセラーと連携し
て適切に対応している。また、家庭への支援としてスクールソーシャ
ルワーカーの活用も進んでいる。

学校が楽しいと感じている生徒の割
合（中学校３年生）

84.9% 88.8% 90.0%

基本目標基本方針

②情報活用能
力の育成

③意欲・たくま
しさの形成

１
社会を生き抜く

力の育成

①学ぶ力・学
んだ力の育成

C  課題あり

外部評価委員の意見事業評価 評価の説明、課題と改善策

・家庭学習の取組を各校で推進。また、全国学力調査や島根県学力
調査の結果等を分析し、学力向上に向けた取組を実施した。

B  概ね期待どおり

・昨年度と比較すると小学校、中学校ともにポイントは向上したが、バランスの
取れた体力向上に繋がる活動を促していくことが必要である。通学で歩く距離
が短くなったり外遊びの機会が少ないなどの日常的なマイナス要因が考えられ
る。学校、家庭、児童クラブ、公民館などが共通の認識を持って、体力向上に
繋がる取り組みをしていく必要性がある。

教育振興基本計画の成果指標

施策

6 ICT機器や学校図書館の活用

主な取り組み（事業）

12 様々な読書活動の推進

の推進を図る。

会担当職員による情報交換の場を設け、学校教育と社会教育が連
携した読書活動の推進を図る。

間の確保と内容の充実を図る。

4
基本的生活習慣の定着や家庭学習
の習慣化

項目
H32(R02)

目標

・親への啓発が重要

・各学校を中心に引き続き家庭学習の定着に取り組む。学習時間の確保だけ
でなく、授業改善と連動した内容の充実、小中一貫した指導についても進めて
いく必要がある。
・指導主事による授業改善の学校訪問や研修参加を積極的に進め、学校での
学びが家庭学習にもつながるように指導する。

B  概ね期待どおり
・引き続き、美郷町いじめ防止基本方針に基づき、町としてのいじめ防止対策
を行うとともに、各学校でいじめの起きない学校づくりに努める。学校と教育委
員会が連携して、いじめの早期発見と組織での対応に引き続き取組んでいく。

・ICTなど、「これはだめ」「あれはだめ」でなく「こういう
使い方をすると良い」といった前向きな指導をお願い
したい。

・学校におけるＩＣＴ機器の授業中での活用については定着しているため、今後
は家庭におけるオンライン・オフライン学習を具体的に活用するよう進めてい
く。
・ＩＣＴの活用が学校の中日常化しているが、学校によって、または教員によっ
て利用頻度に温度差があり、ＩＣＴ支援員と連携を図りながらＩＣＴの効果的な活
用を進め、授業の質の向上を目指していく。
・ＩＣＴ活用について学校から保護者へ丁寧な説明も必要と考えている。

7
教職員の情報リテラシー、ICT活用能
力向上

等の学力育成につながるＩＣＴを活用した授業づくりに全教職員で取
り組む。

での活用を支援する。

11
学校･家庭･地域が連携した体力向
上･健康増進

めざした取組の充実を図る。

進の取組を進めるとともに、地域全体で子どもたちの体力向上を図
ろうとする意識を高める。

・学校図書館を授業で活用しているが、それが個人の利用につながっていな
い。
・授業や学校の取組で図書館の活用は伸びている。
・よりわかりやすい図書館の広報や参加したくなるイベントの開催を行う。学校
での読み聞かせは定着しており、継続を望む声が高い一方、読み聞かせボラ
ンティアの人材が不足しており、今後は町立図書館、公民館などと連携してボ
ランティアの確保が必要となる。
・読書推進担当者間での情報交換の頻度が少なく、読書活動の推進を図るた
めに情報交換の場を増やし、共通の課題の洗い出しと、その解決のために協
力していく。
・システムの有効活用を図り、学校と図書館の連携を強化し、ニーズに合わせ
たサービスを提供する。

・全ての学級においてICT機器を授業で活用している。
・ICT推進会議及び小中学校の公開授業に合わせて研修を行い、
ICTに関する授業研究を行った。
・２名のICT支援員も定着し、学校のサポートを行ったことで、教員が
ICTを使うことが日常化した。

の状態を把握する。

を行う。

B  概ね期待どおり

13
いじめや不登校がおきにくい学校づく
り、いじめの早期発見と適切な対応

・学校単位でマラソン大会を開催するなど体力向上に向けて取り組
みを継続している。また放課後子ども教室では、フットサル教室を開
催するなど体力づくりを行った。
・体力テストを活かしながら、各校の体力を分析したり、学校単位で
陸上や水泳の記録会を開催したりするなど体力向上に向けての取
組を継続している。
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令和元年度

事業内容と実施状況 H30現状 R01現状

基本目標基本方針 外部評価委員の意見事業評価 評価の説明、課題と改善策

教育振興基本計画の成果指標

施策 主な取り組み（事業）

項目
H32(R02)

目標

14 ふるさと教育の充実

然体験、生産体験、社会体験等、地域資源を有効に活用した様々な
体験学習を展開する。

おいて、「育てたい児童・生徒像」を見据えた小・中学校９年間のふる
さと教育の体系化、系統化を図る。

で培われた食文化や農業をはじめとする地域の産業の状況を理解
するとともに、農作物を作ってくれる人たちへの感謝の心を育む。

・各小中学校において、地域のひと・もの・ことを取り上げた特色ある
教育活動が実施された。総合的な学習の時間を中心に、児童、生徒
が校外に出かけ様々な体験活動を行ったり、地域講師を学校に招き
指導いただいたりして、ふるさとに愛着を持つ活動ができている。
・各校区において、ふるさと教育の推進、目指す子ども像などについ
て協議を行い、保育園も含めた12年間を見通した教育活動の充実を
図ることを確認した。
・学校給食で積極的に地元食材を利用した。また、「美郷のおいしい
日」として、町内全ての保育園・小中学校が地元産の食材を使った
同じ献立での給食の日を設けている。郷土食の紹介や生産者との
会食などを通じて地域への愛着をはぐぐむ取組を行った。

学校におけるふるさと教育の年間授
業時数

46.3時間 49.1時間 40時間 A 期待どおり

・学校では計画的に活動が実施され、ふるさとへの関心、愛着が高まり、成果
をあげている。地域学校支援コーディネーターが、学校と地域の連携・協働の
充実に取り組み、学校を支える体制がより整ってきた。また、新たな地域素材
（ひと・もの・こと）の授業等での活用が進んできた。活動にあたっては、事前の
打ち合わせにより、学校と地域で目標を共有することでより効果的な活動に見
直しが進んでいる。
・小中9年間の学びの系統化について、校区ごとの協議の場の充実に取り組
んでいく。

・大人の中で、美郷町に留まることを否定するような
発言を聞くことがあり、気になる。

15
地域課題解決に取り組む実践者の育
成

教育を発展、補充、深化させる事業に取り組む。

良さを学んだり体験したりする場や機会の提供を図る。

・比之宮公民館と都賀公民館のサマーキャンプや、都賀行公民館の
せつぶん祭、君谷公民館の夏休み交流会やスタードームづくり、沢
谷公民館の子ども体験活動など、公民館が行う子ども対象の事業
に、地域住民の参画が進んでいる。
・各公民館では、大人対象のふるさとの魅力を再発見する取組が行
われている。

公民館ふるさと教育推進事業実施
公民館数

5館 7館 5館 A 期待どおり

・各公民館で子どもを対象とした体験活動や大人対象のふるさと再発見活動
が行われ、地域住民の参加、参画が増えている。それぞれの地域で育てたい
子ども像を明確にし、系統的で継続的な事業に発展させていく必要がある。ま
た、学校の活動とつながることで、より効果的な活動へと改善していく。

16 文化財の保存と次世代への継承

取組を進める。

に取り組む。

・石見銀山街道用関係
　○保存活用計画策定委員会
　　　委員会　２回（１回は書面決議）
　　　ワークショップ１回（沢谷）
　○イベント２回（小原まちあるき６名、やなしお道
　　　キノコ散策１０名）
　○ガイド養成講座（７回　受講生１０名）
　○日本遺産認定推進協議会
　　総会１回　　担当者会議４回
　　イベント令和の差立（１２/１５　３２名参加）
・中原芳煙関連
　○教職員の地域めぐりで学習会を実施
　○大和小学校４年生のキャリア教育の一環で中
　　原芳煙を題材とした授業を実施

文化財振興経費 651千円 2998千円 4500千円 B  概ね期待どおり

・「石見銀山街道保存活用計画計画」策定を目指し、ワークショップ等開催し
た。合わせて、日本遺産認定申請への取組みも行い、街道沿線７市町連携イ
ベント「令和の差立」を開催し、当時の装束を再現して街道を牛とともに歩き、
参加者には大変好評であった。残念ながら日本遺産の認定には至らなかった
が、文化財保護の観点での沿線７市町の連携は深まった。
・教職員の地域めぐりがきっかけとなって、中原芳煙の人となりを子どもたちが
学ぶ機会が増えた。

17  文化活動の啓発、支援
の充実を図る。

新たな取組みとして、バリ島交流をテーマに取り入れ、町外からバリ
舞踊の舞踊家を呼び、踊りを披露してもらったり、30年度に町として
行った、友好協定調印式の紹介展示などを行った。また、日本遺産
に石見神楽が登録となった記念として、恵比寿の上演と神楽衣装の
展示と試着体験を行った。来場者数は前年並みであった。

文化祭出展団体数 77団体 70団体 70団体 A 期待どおり
・子供たちの参加が増え、それに伴って若年層の参加が増えた。
ＡＬＴによる出身国のお菓子販売やバリ舞踊など海外の文化の販売、上演を
行った。

18 ふるまいの推進

取組を進めるとともに、保護者と連携した取組の充実を図る。

り合いながら、ふるまいの定着を図る体験活動を実施する。

るまいの定着をめざす取組を進める。

・君谷公民館や都賀行公民館では、子どもと高齢者の交流会を開催
し、高齢者など他者への心遣いを学んだ。
・比之宮・都賀公民館では2泊3日のキャンプを実施し、多くの支援者
との交流を通して、他者への配慮や地域の方々への感謝の心を育
てている。
・沢谷公民館では、長期休業中に子ども体験活動を実施し、食事作
りや片付けを通して、マナーの向上に取り組んだ。

公民館ふるまい推進事業の実施公
民館数

1館 5館 5館 A 期待どおり
・全ての公民館で子どもの活動を実施しており、さまざまな活動を通して、あい
さつや思いやりの心の育成などふるまい向上に努めている。

・人権・同和教育を基底にすえ、日常の全ての活動において、お互い
をありのままに受け止め、大切にしていく視点を持って活動を推進し
た。

「人の気持ちが分かる人間になりた
い」と考える児童数（小学校６年生）

92.7% 100.0% 85.0%

・小中学校に通級指導教室があることにより、個別に支援が必要な
児童生徒が通級指導を受けることへの敷居は低くなっている。また、
各校特別支援学級と通常の学級との交流授業を活発に行い、それ
が理解教育につながっている。

「人の気持ちが分かる人間になりた
い」と考える生徒数（中学校３年生）

93.4% 98.1% 90.0%

20 交流体験活動の実施

活動を推進する。

の良さを見つめなおす機会の充実を図る。

ルや地域社会の教育力の向上に向けて取り組もうとする意識の向
上を図る。

・子どもたちの交流体験活動を企画実施した。
（君谷公民館5回、都賀行公民館1回、賀公民館2回、比之宮公民館
2回、己斐子ども交流1回、大阪体験ツアー1回、）

地域における交流体験活動の年間
実施回数

１３回 １２回 10回 A 期待どおり

・それぞれの公民館において、自然体験、親子体験、子どもと地域住民、高齢
者の交流活動などが実施されている。それらに関わる地域住民も増え、地域を
あげて子育てをしていこうという気運が高まっている。
・子ども己斐子ども交流会やサマーキャンプへ中学生の参加が増えてきてい
る。小学生の時に参加していた子どもが「ジュニアリーダー」として参加し、リー
ダーとしての力を発揮している。

21 人権問題に関する学習機会の提供

団体のネットワークを強化する。

つどい（みさとほっとあっと広場）の開催を通して、幅広い年齢層への
人権啓発を図る。

障がいのない人およびその保護者が、お互いを正しく理解し、ともに
支え合って生きていくことの大切さを学ぶ学習機会の提供や啓発活
動に取り組む。

・美郷町人権・同和教育推進協議会で年間4回の講演会（参加者数
約400人）を実施。
・人権の集い「みさとほっとあっと広場」を開催し、小中学校からの取
組発表や人権標語の掲示、人権かるた大会等を行った。
・公民館で人権・同和教育学習会を開催。（７回）
・広報みさとにおいて人権啓発コーナー掲載。（６回）

人権・同和教育に関する研修会の
年間開催数

17回 １１回 17回 B  概ね期待どおり

・新型コロナウイルスの影響で、各種講演会、研修会（計７回）が中止となっ
た。
・１２月の人権週間に合わせて人権の集い「みさとほっとあっと広場」を開始し
た。新たに一般からの人権標語も募集、掲示し、広く人権啓発に取り組んだ。
広報みさとに、定期的に人権啓発コーナーを掲載した。
・人権講演会への参加者の固定化が見られる。内容や開催時間帯を工夫した
り、小さい単位での学習機会を増やしたり、誰もが気軽に参加できる学習機会
を設定する必要がある。

・人権教育を進める上での問題点は、本音と建前が
違うこと。本音のところができていない。大人の社会
が子どもに反映している。
・なぜこの場でこんな発言をするのかと感じることがよ
くある。ことあるごとに人権教育はやっていく必要があ
る。

22
すべての子どもたちに対する進路保
障の取組の充実

中学校の取組を支援する体制の充実を図る。

が連携した進路保障の取組の推進を図る。

・小中学校児童生徒支援担当教員と教育委員会、浜田教育事務所
と定期的に進路保障連絡会議を開催し（７回）、研修や事例検討を
行い、推進者のスキルアップを図った。また高校との連絡会も開催
し、卒業生についても情報交換を行った。
・保育所、学校、隣保館、公民館、町同推協、住民課、教育委員会な
ど子どもたちに関わる機関の人権・同和教育推進者で連絡会議を定
期的に行い（１０回）、研修と情報交換を行った。

人権・同和教育推進者連絡会議の
年間開催数

12回 １０回 12回 B  概ね期待どおり

・美郷町進路保障連絡会での高等学校との連絡会は、町内の小中学校からだ
けでなく、高校からも評価が高く、町内に高校がない美郷町において、高校と
のつながりを作る場となっている。中学校を卒業した生徒について、情報交換
ができ連携した取り組みができている。
・美郷町人権・同和教育推進者連絡会議におけるネットワークづくりは他の市
町にない良い取組と考えている。令和元年度は新型コロナウイルスの影響で、
２回の会議、研修が中止となった。連絡会議を継続して開催していくことで、メ
ンバー自身の資質向上を図り、更なる教育・啓発活動への充実につなげてい
く。

「いじめはどんなことがあってもいけ
ないことだ」と考える児童数（小学校
６年生）

95.1% 100.0% 95.0%

「いじめはどんなことがあってもいけ
ないことだ」と考える生徒数（中学校
３年生）

100.0% 100.0% 98.0%

24 安全教育や食育の充実
いただいていることを感じる心を育む。

によって、子どもたちに安全を守るための能力を身に付けさせる。

・栄養教諭による食育の授業を行った。
・栄養教諭による給食指導は日常的に行われており、食に関する講
話も行った。
・学校生活全体で総合的に安全教育を行った。

栄養教諭による授業年間延べ時数 21時間 30時間 12時間 A 期待どおり
・自他の命を大切にする心情を、教育活動全体を通じて育んでいく。
学校によって指導回数にばらつきがあるため、各校情報を共有し各校積極的
に行うよう指導が必要。

②自尊心、思
いやり、規範
意識の育成

２
未来を担う人材

の育成

③人権意識、
生命の尊重

①美郷町への
愛着と理解の
醸成

19

23 いじめの起きない地域風土の醸成

・人権・同和教育を基底にすえ一人一人を大切にした教育活動が行われてい
る。配慮が必要な児童生徒も各校に多数在籍しているが、学校と関係機関が
連携を図りながら対応している。

・「美郷町いじめ防止基本方針」に基づき、いじめ問題対策連絡協議
会を年2回開催し、各学校の取組状況を確認し、関係機関と情報交
換を行った。

・「美郷町いじめ防止基本方針」に基づき、いじめの起きない地域づくりを、学
校など関係機関と連携して進めていく。各学校もそれぞれに「いじめ防止基本
方針」を毎年更新している。また、親学プログラムを通じて、保護者へも啓発活
動を行っていく必要がある。

・１００％の結果は表面上は良いが実態はどうなの
か。現実とのギャップがある。「差別してはいけない」
と指導することは大切だが、その前に子どもたちの感
情をいったん受けとめることも必要ではないか。
・人権について、家庭への発信が必要。

A 期待どおり

A 期待どおり

な連携手法についての情報交換を行い、その実現に取り組む。

域のつながりづくりを支援する。

社会や他者に対する配慮や規範意識
の育成

づくりを推進する。

育活動全体を通じた道徳教育の推進を図る。

児童及び生徒との交流及び共同学習を積極的に進め、相互理解の
促進を図る。

2 ページ
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令和元年度

事業内容と実施状況 H30現状 R01現状

基本目標基本方針 外部評価委員の意見事業評価 評価の説明、課題と改善策

教育振興基本計画の成果指標

施策 主な取り組み（事業）

項目
H32(R02)

目標

25
地域全体で学校教育を支援する気運
の醸成

極的な活用を図る。

な充実を図る。

る環境を整備する。

・学校が行うふるさと教育やキャリア教育などに多くの地域住民、団
体が支援を行った。（JA、保育園、PTA、隣保館、カヌーの里、ゴー
ルデンユートピア、山興緑化、三瓶自然館、クリーンセンター、やすら
ぎの里、双葉園、地域の匠の会、みさと有機農業研究会、神楽団、
老人クラブ、婦人会、地域おこし協力隊、職場体験受け入れ事業所
など）

ふるさと教育に関わっている学校支
援ボランティア・地域講師の人数

182人 176人 100人 A 期待どおり

・地域学校支援コーディネーターの活用により、新たに学校に関わる地域住民
や団体が出ている。また、学校と地域講師との事前の打ち合わせや振り返り
が充実し、目的や目標を共有することや、よりよい活動への見直しにつながっ
ている。地域住民や団体にとっても、子どもたちや教職員へ活動の周知や想い
を伝えるよい機会になっており、双方にとって学び合いになってきている。

・放課後児童クラブでは、スタッフ研修を毎月開催し、スタッフの資質
向上に努めた。学校とも連携し、子どもたちにとって過ごしやすい環
境づくりを行った。

放課後児童クラブの設置箇所数 ３箇所 ４箇所 5箇所

　・放課後子ども教室は（邑智：ほのぼのゼミナール、大和：ぐんぐん
のびのびスポーツ教室）を継続的に開催した。

放課後児童クラブの利用率 43.0% 34.2% 65.0%

どもたちの教育的ニーズに応じた指導を受けることができるように努
める。

連携した対応を促進する。

働によって子どもの家庭環境による問題に対処できるようにする。

・保護者や関係機関に周知し、「にこにこ相談会」を開催した。学校で
の認知度が上がり、各校から相談の依頼が増加した。
・各校の特別支援教育コーディネーターと協議を重ね、相談支援ファ
イルと個別の教育支援計画の様式を町として統一させた。
・スクールソーシャルワーカーも「にこにこ相談会」のスタッフとして相
談にあたり、福祉関係の手続きの相談に応じてもらった。

にこにこ教育相談会の年間開催回
数

6回 7回 10回 B  概ね期待どおり

・相談会の学校内での認知度は上がり、各校での利用が増えた。保護者への
認知度も高くなりニーズは高まっているが相談員の確保が課題。
・相談会の開催回数は町で独自に決定できるものではなく、月に１回と限度が
ある。開催回数ではなく、別の指標が適当ではないか検討が必要と思われる。

充実させ、一人一人の教育的ニーズに応じた教育を行う。

め、広く地域住民に周知を図る。

・邑智小・邑智中に通級指導教室があることで、小学校から中学校
進学時にも切れ目のない支援を行うことができている。
・県のにこにこサポートティーチャーの配置や学習支援員の配置によ
り、きめ細かい支援を行った。

通級指導教室の設置箇所数 2箇所 ２箇所 2箇所 A 期待どおり
・通級指導教室へのニーズは年々高まっており、特に小学校では指導を受け
る人数が既定の人数（13人の児童に対して教員は1人）より多い現状がある。
今後は通級担当者の増員を県に求める必要がある。

28
地域住民の地域課題に対する理解の
深化

の視点を取り入れる。

ける取組の推進を図る。

・各公民館で、地域課題に向けて取り組みを進めた。君谷公民館と
都賀行公民館が、県公民館連絡協議会の公民館支援事業を受け
て、これまでの取り組みを改善、加速させる努力を行った。

公民館を核とした持続可能な地域
づくり推進事業の実施済み公民館
数

4館 ４館 3館 B  概ね期待どおり

・君谷公民館が「地域課題解決型公民館支援事業」を、都賀行公民館が「公民
館はじめの一歩支援事業」を受けて、それぞれ地域課題解決への取り組みを
実施した。どちらも、地域住民同士の交流機会の減少を地域課題の一つと捉
え、子どもと高齢者、家族同士、地域住民同士の交流機会を設定した。また、
企画から実施まで、地域住民、団体を巻き込み、関係者の当事者意識の向上
に努めた。

を促進する。

・公民館講座の開催状況
○君谷・別府　9講座　　　　○沢谷　6講座
○粕渕　16講座　　　　　　　○吾郷　9講座
○比之宮　5講座　　　　　　○都賀　７講座
○都賀行　8講座

・公民館講講座の受講者の高齢化により開催が難しくなってきている。地域住
民のニーズを把握し、今後も講座での仲間づくりを基礎として、地域課題解決
型の事業への参加を促す努力をしていきたい。

の充実を図り、住民の自発的、自主的な学習活動を支援する。
・ブックカフェ、移動図書館、団体配送回数
○ブックカフェ開催　１回／月
○移動図書館　9団体、１１回／月
○団体配送　30冊/月…6団体、30冊/隔月…１団体

・R2年目標値を達成しているが、遠隔地におけるサービスの充実、広報やホー
ムページによる情報発信に努め、利用の拡大を図りたい。

30
経験豊富な高齢者を地域貢献に活か
す取組の推進

開催する。

高齢者の参画を促進する。

・入学者は13名であった。講座を８回開催した。（コケ玉作り、魚料
理、修学旅行（愛媛県）、山城について等）。
・3月に卒業式を実施する予定であったが、新型コロナウィルス感染
拡大に配慮し、延期した。8月28日（金）、感染に配慮した形で実施し
た。

美郷大学の受講者延べ人数 ４２５人 ４３７名 480人 B  概ね期待どおり

・昨年度から公開講座と入学募集を交互に実施している。今年は入学募集を
行った。公開講座によるＰＲとこれまでの入学募集型を隔年で実施する事にし
たので、受講者は伸びてきている。今後はしばら入学募集型と公開講座型を
交互に行う事で、受講者を確保していきたい。

31 スポーツを通した活力ある地域づくり

楽しめる環境づくりに取り組む。

を図り、スポーツ少年団活動の活性化を図る。

の活動推進を図る。

動の推進を図る。

・教育委員会主催のふれあいソフトボール大会や島根県スポレク祭
カヌー大会などを実施したほか、美郷町体育協会各競技部を中心と
した各種大会が開催された。
・スポーツ推進委員の活動として、町内住民の体力測定会を２会場
で開催した。

各種スポーツ大会の開催 10回 8回 8回 A 期待どおり

・美郷町体育協会競技部により各種スポーツ大会が開催されている。町主催
のソフトボール大会について、参加チームが年々減少している。現在は女子の
部のみ職場・PTA・各種団体など地域を超え、年齢を問わずチーム編成できる
が、地域の部もそういった見直し等を検討し、参加チームの増を図りたい。
・スポーツ推進委員がさらに活動しやすいように、推進方法等を検討したい。

32
子育ての不安や悩みを解消する取組
の充実

る。

プログラムを実施する。

・にこにこ相談会を7回開催。各校と協議を重ね、相談支援ファイル・
個別の教育支援計画の様式を町として統一したものを作成した
・親学プログラムを3回実施した。（大和小1回、おおち保育園1回）
・就学検診時に就学前に着けておきたいチカラとして「ホップステップ
ジャンプ」を健康福祉課と説明を行った。（邑智小1回、大和小1回）

親学プログラムの年間実施回数 ２回 2回 10回 C  課題あり

・健康福祉課が主体となって「子育てサポートファイル」を作成しており、小中学
校の特別支援学級に在籍する児童生徒、通級指導を受けている児童生徒にも
拡大していく。
・小学校入学前の子育てに関する不安を少しでも解消できるよう「ホップステッ
プジャンプ」の資料を使用し、保護者に説明したことは有効であった。
親学プログラムはマンネリ化した感があるが、乳幼児健診等でも開催し、早い
段階で保護者同士のネットワーク作りや育児の悩み解消につながるプログラ
ムとして活用していきたい。

平日１日あたり、１時間以上SNS等
インターネットを利用する児童の割
合（小学校６年生）

32.7% 45.4% 5.0%

平日１日あたり、１時間以上SNS等
インターネットを利用する生徒の割
合（中学校３年生）

47.3% 47.3% 25.0%

34
ワークライフバランスの土台となる生
活習慣づくり

が自らの生活を管理する力を高める。

催等により、保護者の食への関心を高めるとともに、学校・家庭が連
携した食育の推進を図る。

するほか、親子対象の料理教室や自然体験活動等のアウトメディア
の取組を実施することで、親世代が自らの生活を見直すきっかけと
なるような取組の推進を図る。

・中学校でお弁当作りを授業として行い、その成果を「お弁当の日」
として自分でお弁当を作ることで、食の大切さと家族に対しての感謝
の心を育んだ。
・健康福祉課と連携して食育についての活動を推進した。
・比之宮公民館、都賀公民館では、2泊3日のキャンプを行い、早寝
早起など生活習慣の確立やアウトメディアに取り組んだ。

生活習慣づくりに関わる研修会・学
習会の年間実施回数

10回 24回 6回 A 期待どおり
・食育関連の生活習慣づくりは、学校・家庭・地域が連携して引き続き取り組ん
でいく。公民館活動を主体とした、地域での親子活動を通しての学びの場を
もっとつくっていくことも重要。

・「スマホ・ケータイ・ゲーム３つのやくそく」について、学校・PTAと協
議を重ね、見直しを図った。各校PTA総会で話をするとともに、長期
休業や大型連休など学校便りでも周知徹底を行った。

３
絆づくりと活力
あるコミュニティ

の形成

②学びの場を
拠点にした地
域コミュニティ
形成の推進

③豊かなつな
がりの中での
家庭教育支援
の充実

①子供たちの
学びを支援す
る取組の推進

く」のさらなる普及、徹底を図る。

修会・学習会を開催する。

アウトメディアの取組を推進する。

インターネット使用の危険性や情報化
に対応するための家庭教育力の向上

33

27

・子どもたち一人一人の教育的ニー
ズへの対応と障がいの有無によって
分け隔てられることなく学ぶことので
きる環境の整備

図書館「みさと本の森」の貸出冊数 28,316冊 25,000冊41993冊

D  事業見直し

・SNS等を利用する児童生徒の割合は、小学生、中学生ともに増加している。
スマホやインターネットは今の時代にはなくてはならないものになり、これを規
制していくのは大変難しい。使う際の注意やマナーについて、子どもや保護者
にしっかりと伝えていくことが必要。
・メディアとの接触が日常的になっている現状においては、「時間を減らす」とい
う指標は現実的ではないため、メディアとうまく付き合っていくための研修やモ
ラル教育を指標とした方が適当ではないか。

・親への啓発が重要

B  概ね期待どおり

・放課後児童クラブについて、邑智地区では、いつでも道場・あごうで道場（３
月より）・やすらぎの里、大和地区ではまほろばわくわく教室を開設した。
また、３月より「あごうで道場」を開設したことで、児童の分散化ができた。分散
化することにより子どもたちの居場所の確保が徐々にできるようになった。それ
に伴い、支援員の十分な確保が今後の課題である。
・子ども教室では、大和地区で体力向上や団体スポーツの楽しさを学ぶ・知る
ために、フットサル（室内サッカー）教室を開催した。高学年と低学年の交流が
難しく、今後の課題となった。

A 期待どおり

・社会が多様化し、またそれに対応するために団体や
行事など増えている。イベントも多いが顔ぶれは同
じ。やらなければならないことが両手からあふれてい
る感じ。消化することに一生懸命になってしまい、本
当に必要なことが見えなくなっているのでは。

能の充実を図る。

後児童クラブの開設など、地域の実情に応じた取組を推進する。

29 仲間づくり、生きがいづくり

26
放課後児童クラブ、放課後子ども教
室の開催
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